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自治体の窓口サービスにおける業務改革

総務省地域情報化アドバイザー
船橋市市民生活部戸籍住民課 主査 千葉大右



船橋市

船橋市の基礎データ
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住基人口 642,198人（R1.8.31現在）
面積 85.62km2

職員数 4,938人（H30.4.1）
平成31年度予算 370,421,720千円
公認キャラクター 「目利き番頭 船えもん」
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1 . 窓口業務改革の ”今 ”

2 . 窓口のデジタル化

3 . “書かない窓口 ”

4 . その他の取組み
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1 . 窓口業務改革の ”今 ”



船橋市総務省行政経営支援室資料

少し前までは「総合窓口」と「業務委託」
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総務省業務改革モデルプロジェクト（H28~30）

平成29年度業務改革モデルプロジェクトに係る提案事業募集要領
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総合窓口の導入割合
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平成30年4月1日時点
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H29.10
自治体戦略2040構想研究会

H30.4
自治体戦略2040構想研究会 第一次報告

H30.7
自治体戦略2040構想研究会 第二次報告

H30.9
スマート自治体研究会

R1.5
スマート自治体研究会 報告書
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自治体戦略2040構想研究会 第一次・第二次報告の概要
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H29.10
自治体戦略2040構想研究会

H30.4
自治体戦略2040構想研究会 第一次報告

H30.7
自治体戦略2040構想研究会 第二次報告

H30.9
スマート自治体研究会

R1.5
スマート自治体研究会 報告書
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スマート自治体研究会報告書概要
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窓口業務改革の方向性は
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2 . 窓口のデジタル化
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H31.4.19 第5回地方の官民データ活用推進計画に関する委員会 総務省提出資料
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H31.4.19 第5回地方の官民データ活用推進計画に関する委員会 総務省提出資料
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政府のIT戦略とデジタル・ガバメント

高度情報通信ネット
ワーク社会形成基本法

官民データ活用
推進基本法

情報通信技術を
活⽤した⾏政の推進等

に関する法律

法
律

世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画
閣
議
決
定

デジタル・ガバメント推進方針

IT

総
合
戦
略
本
部

デジタル・ガバメント実行計画
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デジタル・ガバメント実行計画
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デジタル・ガバメントの実現は、単に情報システムを
構築する、手続をオンライン化する、手続コストを削
減するということを意味するものではない。行政サー
ビスは、そもそも、国民や企業に価値を提供するもの、
又は国民や企業が価値を創造する一助となるものでな
ければならない。こうした観点から、利用者中心の行
政サービス改革を徹底し、利用者から見て一連のサー
ビス全体が、「すぐ使えて」、「簡単で」、「便利」
な行政サービスの実現を目指す。
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内閣官房IT総合戦略本部ウェブサイト
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内閣官房IT総合戦略本部ウェブサイト
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社会全体のデジタル化

デジタル・ガバメント

利便性
の向上

スマート自治体

効率化 標準化
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窓口デジタル化の例

事前準備サイト

申請者

窓口

自分でできる

QRコード生成

QRコード生成

業務PC

自分でできない

申請書出力

署名

業務SYSRPA
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鎌倉市くらしの手続きガイド&窓口印刷
平成30（2018）年11 月から運用を行っている「鎌倉市くらしの手続きガイド」につい
て、市民サービスの向上をめざし、手続きに必要な書類をウェブ及びスマートフォン上
で作成、印刷する機能を導入し、3月28 日木曜日から実証実験を開始しました。

―鎌倉市記者発表資料
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神戸市申請書作成支援システム実証実験
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※神戸市区役所窓口申請書作成支援システム実証実験業務委託仕様書より
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熊本市窓口将来像（イメージ）

24 ※熊本市平成30年度業務改革モデルプロジェクト報告書より
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011001
001001
101110
111000デジタル化

電子化
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3 . “書かない窓口 ”
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申請書作成支援窓口（書かない窓口）
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• 職員が「住民異動届」を作成し、申請者は署名のみ

• 住民異動届だけでなく、関連手続きに必要な申請書（一部）も作成

かんたん

• ナビゲーション機能による正確なヒアリングを行い、関連手続きの漏

れを防止

正確に

• 申請書を出力しない手続きでは「案内書」をお渡し

• 申請書名、担当課、行先フロアを記載した「手続き一覧」をお渡し

わかりやすく
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ナビゲーション
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住民異動届
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手続き一覧
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出力帳票一覧
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ナビゲーション

記入

マニュアル

申請書作成支援
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大切なのは”BPR”の視点
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スマート自治体研究会報告書
人口規模や組織等で類似する自治体間で業務プロセスを比
較しながらBPRを行い、最も効率性に差があるボリューム
ゾーンを見極めた上で、ベストプラクティスを見つけ出す
べきである。

デジタル・ガバメント実行計画
デジタル化の目的である「利用者の利便性の向上」に立ち
返った業務改革（BPR）及び制度そのものの見直しに取り
組む。
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BPRとは
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「コスト、品質、サービス、スピードのような、重大で現
代的なパフォーマンス基準を劇的に改善するために、ビジ
ネス・プロセスを根本的に考え直し、抜本的にそれをデザ
インし直すこと」（M・ハマー（1990）Reengineering 
Work: Don't Automate, Obliterate）

本モデル事業においては、窓口業務又は内部管理業務につ
いて、一連の業務プロセス全体を根本から見直し、冗長性
を省く形で再構築すること及びそれを実現するための手法、
を意図して用いている。

―業務改革モデルプロジェクトに係る提案事業募集要領
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BPRとは（私見）
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①見える化

②第三者の視点

③抜本的な見直し
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4 . その他の取組み



船橋市

課内コールセンター
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課内コールセンター

 H29.8開始
 派遣職員を配置
 席数 5

 営業時間 8:45~17:15

 受電件数 200件/日
 各係の代表番号を集約
 FAQシステムを活用
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課内コールセンター
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テレビ通訳

ポリグロットリンク(株)のウェブサイトより
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テレビ通訳
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交通系電子マネーの取扱い
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取扱開始日
令和元年８月１日（木）

取扱窓口
戸籍住民課窓口，税務課窓口

船橋駅前総合窓口センター

対象となる証明書
住民票の写し，印鑑登録証明書，戸籍証明書，課税証明書など

利用できるＩＣカード
Kitaca， Suica，PASMO， TOICA，manaca，ICOCA，SUGOCA，
nimoca，はやかけん
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国のワンストップサービス実証事業への参加
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死亡・相続手続のワンストップ化に向けた実証事業
 「おくやみコーナー※設置自治体支援ナビ」を構築する
事業者を公募

 死亡・相続手続に関するBPR調査等に自治体が協力
※ 死亡手続についての一元的な対応窓口

引越しワンストップサービス実証実験
 マイナポータルを通じた特例の転出届や来庁日時の予約
等、新たな手続方法に関する実証実験に協力する自治体
を公募
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H31.3.27 第5回新戦略推進専門調査会デジタル・ガバメント分科会

実証範囲
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令和元年度死亡・相続手続のワンストップ化に向けた実証事業 調達仕様書
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引越しワンストップサービス実証実験に関する協力主体（自治体）公募要領

実証範囲
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政府CIOポータル｜実証実験等の参加自治体が決まりました
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最後に
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サービス設計12箇条
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第１条 利用者のニーズから出発する
第２条 事実を詳細に把握する
第３条 エンドツーエンドで考える
第４条 全ての関係者に気を配る
第５条 サービスはシンプルにする
第６条 デジタル技術を活用し、サービスの価値を高める
第７条 利用者の日常体験に溶け込む
第８条 自分で作りすぎない
第９条 オープンにサービスを作る
第１０条 何度も繰り返す
第１１条 一遍にやらず、一貫してやる
第１２条 システムではなくサービスを作る

政府CIOポータル「サービスデザイン実践ガイドブック」より
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デジタルが表に出てこなくていい
利用者中心の行政サービス改革を

ご清聴ありがとうございました
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